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民放連とは 

・  一般社団法人 日本民間放送連盟  １９５１年創立 

 

・ 会員社数 地上放送、衛星放送全２０４社 
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平成２５年３月１日現在 

地上放送 １９３社 

  ラジオ単営社 ６５社 （中波１３社、短波１社、ＦＭ５１社） 

テレビ単営社 ９３社 

ラジオ・テレビ兼営社 ３４社 

マルチメディア放送社 １社 

衛星放送 １１社 （うち音声放送のみ１社） 

計 ２０４社 （準会員４社含む） 
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 当連盟の基本的な考え方 

◇ マスメディア集中排除原則はこれまで、認定放送持株会社制度の 
  導入を含め、メディア環境の変化を踏まえて見直し 
 
◇ 当連盟も会員各社の要望を踏まえてマスメディア集中排除原則 
  の緩和を要望 
 
◇ 民放事業者は「認定放送持株会社制度」「ラジオ４局兼営特例」 
  「異なる地域間の議決権保有比率」などの規制緩和を有効に活用 
 
◇ 民放事業者の経営環境は、メディア間競争の激化など、 
  ラジオは非常に厳しく、テレビも先行き不安 
 
◇ 基幹放送としての役割を果たし続けるため、マスメディア集中排 
  除原則および認定放送持株会社制度のさらなる見直しを要望 
 
◇ 平成25年３月22日付で、新藤総務大臣あてに要望書を提出 
  （別紙ご参照） 
 
 



3 

  平成23年６月のマスメディア集中排除 

原則緩和で導入された「ラジオ兼営特例 

（４局まで兼営可）」によって、地上ラジオ放 

送事業者の経営の選択肢が広がり、実際 

に同特例を利用する事業者が現れている。 

  しかし、地上ラジオ放送を取り巻く経営 

環境は依然として厳しい状況にあり、さら 

に経営の選択肢を拡大するために、「議決 

権保有比率規制」、「役員兼務規制」のい 

ずれも地上ラジオ放送への適用を除外す 

ることが望ましいと考える。 

（１）地上ラジオ放送（ＡＭ、ＦＭ〔コミュニティ放送を除く〕、短波）に関する要望 

地上ラジオ放送について、マスメディア集中排除原則（議決権保
有比率規制、役員兼務規制）の適用を除外する。 

１．マスメディア集中排除原則の緩和要望 

理
由 

要
望 

 ＦＭ８０２は、関西インターメディアの放送事業の 

譲渡を受け、平成24年４月から１社２波で運用。 

事
例 

参
考 



 当連盟はコミュニティ放送制度の導入時から、既存民放事業者がコミュニ 

ティ放送に参入できるよう要望してきた。例えば、同一地域内の県域（広域） 

局とコミュニティ放送が常日頃から密接に連携することによって、放送局の重 

要な役割である緊急災害時の対応を強化する効果が期待できると考える。 

（２）地上ラジオ放送・地上テレビ放送に関する要望 

地上放送（ラジオ、テレビ）とコミュニティ放送の合併・兼営を可能
にする。 

理
由 

要
望 
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  放送対象地域が重複する場合の議決権保有比率規制については、認定 

放送持株会社制度においても緩和されていない。地上テレビ放送事業者が 

同一地域内の放送局間の連携強化を経営の選択肢とするためには、当該 

緩和が必要である。 

（３）地上テレビ放送に関する要望 

①  地上テレビ放送に関し、放送対象地域が重複する場合の議 
   決権保有比率規制について、現行の「１０分の１まで議決権保  
   有可能」を緩和する。 

理
由 
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要
望 



    ２０１１年６月に、放送対象地域が重複しない場合の議決権保有比率の上限 

が３３．３３３３３％まで緩和された後、この規制緩和を利用して以前の上限２０％を超

えた社は全国合計で１２社（総務省ホームページ「マスメディア集中排除原則について」参照）。 
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  放送対象地域が重複しない場合の議決権保有比率規制については認定放送持株

会社制度において大幅に緩和され、子会社放送局の議決権保有は５０％超から   

１００％まで認められている。これと、「基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準」

の一般原則で認められている「３３．３３３３３％以下まで議決権保有可能」との間の“空

白部分”（３分の１以上～２分の１以下）を措置するためにも、当該緩和は有効であると

考える。 

② 地上テレビ放送に関し、放送対象地域が重複しない場合 
   の議決権保有比率規制について、現行の「３３.３３３３３％ま  
   で議決権保有可能」を「２分の１まで議決権保有可能」とする。 

理
由 

要
望 

事
例 

 放送対象地域が重複しない場合の 
 議決権保有比率規制 ←  ここです →  認定放送持株会社の子会社 

10％ 20％ 33.33333％ 50％ 100％ 
参
考 空白部分 

議決権保有比率 



 放送対象地域が重複しない場合の議決権保有比率規制の支配の基準が
緩和されたことや、放送対象地域が重なる場合に関しても緩和が望まれるこ
とに鑑み、役員兼務規制の支配の基準に関しても緩和することが適切である
と考える。 

（４）地上テレビ放送・ＢＳ放送に関する要望 

① 役員兼務規制について、現行の「５分の１まで役員兼務可
 能」を「３分の１まで役員兼務可能」とする。 

理
由 

7 

要
望 
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（５）認定放送持株会社の子会社に関する要望 

① 認定放送持株会社が子会社とし得る地上放送事業者数（現
  行は合計１２地域以下）の上限を緩和する。 

  民放ネットワーク全体としての経営基盤の強化を可能にするため、またグループ経

営の効率化や強化、市場における企業価値の最大化に資するよう、「12地域上限」を

緩和することが望ましいと考える。 

理
由 

要
望 



・ 衛星基幹放送（ＢＳ放送および東経110度ＣＳ放送）のチャンネル数が飛躍的に増加 

したことを踏まえ、認定放送持株会社がグループ全体として、保有コンテンツの有効 

利用や将来の放送サービスの高度化などに対応できるようにするため、トラポン規制 

を緩和することが望ましいと考える。 

・ トラポン規制の緩和においては、近年の制度改正でＢＳ放送と東経110度ＣＳ放送が 

同じ区分とされたことにも配意すべきと考える。 

② 認定放送持株会社が子会社とし得る「ＢＳ放送のトラポン数（現行は0.5以

 下）」、「東経110度ＣＳ放送のトラポン数（現行は２以下）」の上限を緩和する。 

理
由 
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要
望 

２０００年 
（ＢＳデジタル放送開始） 

２００２年 
（１１０度ＣＳ放送開始） 

２０１３年３月現在 

ＢＳ放送 ８Ch（うちHDTV７Ch） ８Ch（うちHDTV７Ch） ２９Ch（うちHDTV２８Ch） 

１１０度ＣＳ放送 － ６３Ch（うちHDTV２Ch） ５４Ch（うちHDTV２１Ch） 

合計 ８Ch ７１Ch ８３Ch 

※ 総務省「衛星放送の現状」をもとにテレビチャンネルのみ集計 

参
考 



２．認定放送持株会社制度に関する要望 

（１） 認定放送持株会社の資産要件（放送関連資産が常時２分の１超）を緩和   
    する。 

 ・ 認定放送持株会社制度導入のメリットとされた「（通信・放送分野等における）連携ニーズへの柔軟な対応」 

   「（新規事業等の展開による）放送事業経営の安定性確保」「競争力の強化」をいっそう進めるため、現行の資 

   産要件は認定放送持株会社制度の趣旨を阻害しない範囲で適時適切に見直しが必要と考える。 

・ 各認定放送持株会社の実情を踏まえて現行の資産要件を緩和することが望ましいと考える。 

理
由 
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要
望 

・ 上記（１）と同様の理由により、認定放送持株会社の資産要件をカウントする際に用 いる「（主として基幹放 

送事業者の業務等に）密接に関連する業務」の範囲についても適時適切に見直しが必要と考える。 

・ 各認定放送持株会社の実情を踏まえて現行の「密接に関連する業務」の範囲を拡大することが望ましいと 

  考える。 

（２） 認定放送持株会社の資産要件（放送関連資産が常時２分の１超）をカウ 
    ントする際の「密接に関連する業務」 の範囲を拡大する。 

理
由 

要
望 


